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1. 序論 

気候変動問題は深刻化しており，温室効果ガスの

削減が必要とされている．運輸部門が二酸化炭素

（CO2）排出量において占める割合は日本全体の約

19％[1]であり，交通由来の CO2 排出量の削減が望ま

れている．既存研究[2]では，様々なシミュレーショ

ンが行われているが，既存研究の計算結果は移動す

る人数に距離を乗じた移動需要[人・km]に強く依存

する．従来の移動需要予測では，人口や GDP のよう

なマクロ変数を用いて予測を行っていたが，人々の

生活行動の変化が移動需要に反映されていないと

いう課題がある． 

人々の生活行動が大きく変化する要因として，デ

ジタル化の影響がある[3]．デジタル化による交通行

動変化の種類は，実移動が少なくなる「代替」，多く

なる「誘発」，実移動が手助けされる「補間」がある

[4]．具体的には，テレワークによるデジタル化が進

むと，これまで通勤で必要だった移動が不要になる

（代替）．一方で，通勤の空いた時間をこれまでとは

異なる目的での移動，例えば観光や買物などに使わ

れる可能性がある（誘発）．さらに，カーナビなどか

ら得られる情報によって移動は手助けされる（補

間）．しかし，デジタル化による人々の交通行動への

影響の定量的な分析は少ない． 

本研究では，デジタル化による移動目的の変化に

着目し，移動需要の変化をシステムダイナミクスで

モデル化した．本モデルを用いて交通機関の環境負

荷評価を行った． 

 

2. 評価手順 

以下の 3 ステップで環境負荷評価を行った． 

・Step.1 全国都市交通特性調査のデータを用いて，

移動目的別の移動需要，交通手段分担率を算出

する． 

・Step.2 デジタル化による移動需要の変化をシステ

ムダイナミクス[5]で計算する． 

・Step.3 移動需要の変化をもとに，移動による CO2

排出量の変化を推計する． 

 

2.1 目的別移動需要の初期値計算 

全国都市交通特性調査の目的別手段別移動所要

時間をもとに，目的別移動需要を算出した．移動

目的の種類は，通勤，業務，買物，観光，食事，

通学，送迎，通院とした．また，全国交通特性調

査から目的別交通手段分担率を算出した．本研究

では，シミュレーション期間内の交通手段分担率

は一定とした． 

 

2.2 目的別移動需要の計算 

移動需要モデルでは，需要変化要因として，人口

の変化，実移動のデジタルへの代替，実移動の代替

による誘発の 3 つに着目し，人口変化率，代替率，

誘発率という変数を設定した．  

モデルの一部を図-1 に示す．目的別移動需要をス

トックとする．図-1 左部の通勤のストックに着目す

ると，移動需要の増加量，減少量は以下の式(1)，(2)

で表される．  

通勤_増加量 = 通勤・労働人口変化率 (1) 

通勤_減少量 = 通勤・通勤_代替率 (2) 

式(1)は人口変化，式(2)は実移動の代替による影響を

表している．誘発に関しては，誘発が起こる目的と

起こらない目的で分類した．例えば，空いた時間を

観光に使うことはあっても通勤に使うことは考え

にくい．観光の需要変化を示すと，図-1 右部のよう

に，観光の増加量には，人口変化率に加えて，他の

目的の減少量に誘発率を乗じた値が入力される．  

デジタル化が実際に移動行動に及ぼす影響は不

明確であるため，シナリオによる設定でデジタル化

率や誘発率の値を決定する． 

 

2.3 二酸化炭素排出量の推計 

2.1 で得た目的別手段分担率と 2.2 で得た目的別
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移動需要から交通手段別の移動需要を算出し， 

式(3)を用いて CO2 排出量を算出した[6]． 

𝐶𝑂ଶ,
=

𝐷・𝐹,・𝐶,

𝐿
・𝐸 (3) 

𝐷: 移動需要[人・km]，𝐹: 使用するエネルギー源の

割合，𝐶: 車両のエネルギー消費量[J/車両・km]， 

𝐿: 車両負荷[人/車両]，𝐸: エネルギー原単位

[gେమ
/J]，𝑚: 移動手段，𝑒: エネルギー源（ガソ

リン，軽油，電気，CNG，LPG） 

 

3. ケーススタディ 

提案手法の有効性を検証するために，ケーススタ

ディを行った．分析対象地域を日本とし，Well-to-

Wheel の評価範囲で，電車，バス，自動車，自動二

輪車の評価を行った．シミュレーション期間は 2015

年から 2050 年までの 35 年間とした． 

図-2にデジタル化の影響の有無による移動需要の

計算結果を示す．デジタル化の影響がないシナリオ

でも，人口変化によって移動需要の減少がみられた．

デジタル化を考慮することにより，2050 年における

移動需要は 17%，CO2 排出量は 13%減少した． 

 

4. 結論 

本研究では，デジタル化が移動需要に及ぼす影響

を考慮した環境負荷評価を行った．今後デジタル化

による交通行動の代替や誘発をより詳細にモデル

化することで，より実生活を反映した移動需要の変

化の傾向を分析できると考える． 
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図-1 目的別移動需要のシステムダイナミクスモデル（通勤と観光の例） 

 
図-2 移動需要の計算結果 
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